
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)

北海道 比布町
人 口
面 積
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財政力

財政力指数 [0.19]
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [79.8%]
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [327,324円]
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給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [96.3]
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定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [13.86人]
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公債費負担の健全度

実質公債費比率 [19.1%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）

定員管理の適正度

公債費負担の健全度

将来負担の健全度

類似団体平均

比布町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない
　団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与
　実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、
　当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
○財政力
人口減による住民税の減少、基幹産業である農業の後継者不足による農業収入の減少、また、地理的条件において大経
済圏（旭川市）に近接しているため、商工業の購買力も低迷し、税収が伸び悩んでいます。今後においても、町民の高齢化
が進み、生産人口の減少が予想されることから、税徴収体制の強化を図り、徴収率向上対策による収入確保と企業誘致な
ど自主財源の確保に努めるとともに、さらに歳出削減に取り組みます。
○財政構造の弾力性
平成１９年度も引き続き退職者不補充、一般職給料月給の５％を独自削減による人件費の抑制や事務事業の見直しによる
経費の削減を実施してきました。本年度は地方交付税等依存財源が減収となったことから、前年度より比率が上昇しまし
た。他の小規模町村同様、町収入の４割以上を地方交付税が占めることから、交付額の増減に大きく左右されるます。今後
も、集中改革プランに沿って、さらに、経常経費の抑制を図ります。
○人件費・物件費等の適正度
当町においては、町立診療所の民間委託や一部観光施設を一般会計内で行っているため、委託料や需用費の支出が多く、
類似団体より物件費の比率が大きくなっている。今後においては、指定管理者制度の運用などで経費削減を図ります。
　なお、人件費については、退職者不補充及び給料の独自削減などにより減少傾向となっています。
○給与水準の適正度

○将来負担の健全度
平成１０年前後に公共施設の整備を集中的に行った結果、交付税措置があるものも含め地方債の残高が上昇し、１人あたり
の負担は類似団体より若干低いですが、現在高としては高額となっています。今後は交付税の補てんとされた臨財債の償還も
始まることから、単独事業への財政投資がさらに難しくなります。
しかし、町民のライフラインなど必要不可欠な部分については、極力、地方債の借入を抑制しながら事業を進めます。
○公債費負担の健全度
事業の見直しにより起債を抑制に努めていますが、マスタープランに基づく公営住宅の整備、町道の整備、その他公共施設の
整備に伴う起債の償還及び特別会計への繰出金（起債償還分）、一部事務組合への公債費充当負担金がピークとなってお
り、実質公債費比率は、19.1%となり、起債許可団体となりました。今後は、公債費負担適正化計画に沿い、地方債借入を必要
最小限に止め、事業特別会計の経営改善を図り、繰出金の抑制を図ります。
○定員管理の適正度
本町は、業務の兼務、退職不補充によるリストラを進めており、その結果、類似団体に比べ職員数の抑制につながっていま
す。今後も、定員管理計画に基づき、適正な定員の管理を図っていきます。



歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 北海道 比布町

経常収支比率の分析

人 口
面 積
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
○人件費
　人件費：平成１８年度から、特別職報酬の削減、一般職給料の独自削減を実施し、退職者不補充を継続することにより、総
人件費の縮減に努めており、今後も計画的な採用を行いながら、人件費の抑制を図ります。
○物件費：本町は、町立病院経営を民間へ委託しており、また、一部観光施設を一般会計で実施していることから、関係する
科目で比率が非常に高くなっています。観光施設については、指定管理者制度の運用を視野に入れ、経費の削減を図ります
○扶助費
　Ｈ１８年１０月から実施された障害者自立支援法に伴う増額に加え、町単独で行っている障害者に対する交通費補助も指数
を上昇させる原因となっています。しかし、弱者保護の観点から障害者支援は重要な政策であることから、町の財政状況を踏
まえ、今後も必要な施策を行っていきます。
○公債費
　平成１０年前後に行った総合運動場整備や交流促進施設にかかる償還額が大きく、比率を上げていますが、今後は減少に
転じるため、比率が下がることが予想されます。
○補助費等
　消防、塵芥、し尿処理施設を、近隣自治体と構成する一部事務組合で運営しており、その負担金が比率を高める原因となっ
ていますが、これら施設を単独で運営する場合に比べ、経費は抑制されるため、組合の経費削減を図りつつ引き続き運営して
いきます。
○その他
　その他に係る経常収支比率については、収入の４割以上を地方交付税に依存しているため、交付額の増減により大きな影
響を受けます。１８年度から実施している給料の独自削減（特別職10～3％、一般職５％）や退職者不補充の継続による人件
費の縮減を図るとともに、引き続き集中改革プランに基づき、事務事業の見直し、経常経費の縮減に努めます。１9年度は前
年度に比べ交付税が減少したため、比率が上がりました。今後も人件費を含む経常経費の抑制に努めます。
○普通建設事業費
　行財政改革の柱として普通建設事業費の見直しを行った結果、類似団体に比べ人口１人当たりの決算額は▲２９．０と低い
額となっています。しかし、次年度以降、住民生活にとって重要な浄水場の建設を予定しており一時的に増額が予想されるた
め、財政状況を見極めながら普通建設事業費の抑制を図ります。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 527,799 121,922 176,944 ▲ 31.1
賃金（物件費） 52,269 12,074 12,023 0.4
一部事務組合負担金（補助費等） 124,700 28,806 27,393 5.2
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,238 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 40,397 9,332 7,805 19.6
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 1,641 379 4,398 ▲ 91.4
▲退職金 ▲ 47,052 ▲ 10,869 ▲ 18,283 ▲ 40.6
合計 699,754 161,643 212,519 ▲ 23.9

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 13.86 19.82 ▲ 5.96
ラスパイレス指数 96.3 92.5 3.8
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

477,523 110,308 173,360 ▲ 36.4

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 187,437 43,298 30,472 42.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

46,056 10,639 9,021 17.9

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

10,460 2,416 5,681 ▲ 57.5

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

104 24 127 ▲ 81.1

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 412,723 ▲ 95,339 ▲ 141,001 ▲ 32.4

合計 308,857 71,346 77,660 ▲ 8.1
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。

当該団体決算額
（千円）

当該団体決算額
（千円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 北海道 比布町

※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

622,915 135,564 ▲ 40.8 207,875 ▲ 6.1 ▲ 34.7

うち単独分 200,313 43,594 ▲ 69.1 102,603 ▲ 13.2 ▲ 55.9

396,117 87,540 ▲ 35.4 172,609 ▲ 17.0 ▲ 18.4

うち単独分 145,848 32,232 ▲ 26.1 89,150 ▲ 13.1 ▲ 13.0

155,602 34,810 ▲ 60.2 172,020 ▲ 0.3 ▲ 59.9

うち単独分 123,003 27,517 ▲ 14.6 77,280 ▲ 13.3 ▲ 1.3

913,663 207,982 497.5 155,309 ▲ 9.7 507.2

うち単独分 141,374 32,182 17.0 69,293 ▲ 10.3 27.3

496,017 114,580 ▲ 44.9 161,387 3.9 ▲ 48.8

うち単独分 82,955 19,163 ▲ 40.5 66,794 ▲ 3.6 ▲ 36.9

過去５年間平均 516,863 116,095 63.2 173,840 ▲ 5.8 69.0

うち単独分 138,699 30,938 ▲ 26.7 81,024 ▲ 10.7 ▲ 16.0

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額
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人口1人当たり決算額の推移
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（円）

歳出比較分析表(平成19年度普通会計決算) 北海道 比布町

当該団体値 類似団体平均値


